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令和３年 12 月２日 

 

 

一般社団法人 ＮＥＯＡ 御中 

 

厚生労働省職業安定局 

需給調整事業課課長補佐 

（派遣・請負雇用管理担当）           

           （職業紹介事業担当） 

 

 

労働者派遣事業及び職業紹介事業の許可有効期間更新時における 

財産的基礎要件の確認方法に係る取扱いについて（お知らせ） 

 

労働者派遣事業の運営につきましては、日頃より多大なる御尽力を賜り、心よ

り感謝申し上げます。 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、許可有効期間更新時における財

産的基礎要件の確認方法について、令和２年10月より特例を設けておりますが、

本特例の対象期間の延長等の見直しを行うこととしました。 

つきましては、別添のとおり周知用リーフレットを作成し、厚生労働省ホーム

ページに掲載しておりますので、貴協会の会員事業者に対しても周知を図って

いただくなど、特段の御配慮を賜りますようお願い申し上げます。 

なお、特例の取扱いについてのお問合せは、事業主所在地を管轄する都道府県

労働局までお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

【担当者】 

  派遣・請負雇用管理係 永沢、杉田 

  職業紹介事業係    川越、久田 

   ＴＥＬ：03-3502-5227 

   メール：（派遣） haken-ukeoi@mhlw.go.jp 

       （紹介） jukyu-shokai@mhlw.go.jp 



労働者派遣事業と職業紹介事業の許可有効期間更新時における財産的基礎要件（※）

の確認方法についての特例の対象期間を延⻑します。

厚⽣労働省・都道府県労働局 LL031201需01

 最近の事業年度等の１つ前の事業年度に、令和２年１⽉24⽇以降の日付が含まれる場合

→ 以下のいずれかの書類で確認が可能です。 ※ (1)→(2)の順番で確認

(1)・最近の事業年度の１つ前の事業年度の決算書等

・最近の事業年度の中間決算または⽉次決算等

(2)・最近の事業年度の２つ前の事業年度の決算書等

・最近の事業年度の１つ前の事業年度の中間決算または⽉次決算等

特例対象となる事業者

特例における財産的基礎要件の確認書類

(1) 最近の事業年度における決算書等または最近の事業年度終了後の⽉次決算や

中間決算等では財産的基礎要件が満たせないこと

(2) 許可有効期間更新申請書の提出期限が、令和２年10月末日から令和５年３月末日までの間

であること（←令和４年３⽉末⽇までの特例を令和５年３⽉末⽇までに延⻑します）

(3) 許可有効期間更新申請書の添付書類として提出する最近の事業年度における決算書等に

ついて、その最近の事業年度または所得税の確定申告の対象となる期間（以下「事業

年度等」）に令和２年１⽉24⽇以降の日付が含まれること

(※)『許可基準』に定める基準資産額などについて満たすべき要件のことです。

以下の(1) (2) (3) のすべてに該当する事業者が、特例の対象となります。

 最近の事業年度等に、令和２年１⽉24⽇以降の日付が含まれる場合

→ 以下のいずれかの書類で確認が可能です。

・最近の事業年度の１つ前の事業年度の決算書等

・最近の事業年度の中間決算や⽉次決算等

新型コロナウイルス感染症拡大による影響を受けた

「労働者派遣事業者」「職業紹介事業者」の皆さまへ

許可有効期間の更新申請に関する特例措置のご案内

 最近の事業年度等の２つ前の事業年度に、令和２年１⽉24⽇以降の日付が含まれる場合

→ 以下のいずれかの書類で確認が可能です。 ※ (1)→(2)→ (3)の順番で確認

(1)・最近の事業年度の１つ前の事業年度の決算書等

・最近の事業年度の中間決算または⽉次決算等

(2)・最近の事業年度の２つ前の事業年度の決算書等

・最近の事業年度の１つ前の事業年度の中間決算または⽉次決算等

(3)・最近の事業年度の3つ前の事業年度の決算書等

・最近の事業年度の2つ前の事業年度の中間決算または⽉次決算等



① この特例を適⽤する場合、許可の有効期間の更新⽇の１年後までに財産的基礎要件を

満たす必要があり、以下の書類が必要となります。

【許可有効期間更新申請書提出時】

・許可の有効期間の更新⽇の１年後までに財産的基礎要件を満たすための事業計画

【許可された有効期間の更新⽇の１年後から１か⽉以内（以下のいずれかの書類）】

・許可の有効期間の更新申請後に終了する事業年度等の決算書等

・許可の有効期間更新申請から許可の有効期間の更新⽇の１年後までの間の中間決算または月次決算等

② 令和３年２⽉〜令和４年７⽉の間に特例を適⽤して許可の有効期間の更新を⾏った事業主については、

更新⽇の１年後までに財産的基礎要件を満たさなかった場合、更新⽇の２年後までに財産的基礎要件を

満たす必要があり、①の書類に加えて以下の書類が必要となります。

【許可された有効期間の更新⽇の１年後から１か⽉以内】

・許可の有効期間の更新⽇の２年後までに財産的基礎要件を満たすための事業計画

【許可された有効期間の更新⽇の２年後から１か月以内（以下のいずれかの書類）】

・許可の有効期間の更新申請後に終了する事業年度等の決算書等

・許可の有効期間更新申請から許可の有効期間の更新⽇の２年後までの間の中間決算または月次決算等

 上記書類で財産的基礎要件を満たすことの確認ができない場合は、許可取消の対象となるので

⼗分ご留意ください。

１年

決算書

２つ前の
事業年度

最近の事業年度に、令和２年１⽉24日が含まれる場合

１つ前の
事業年度

許可有効
期間満了日

許可更新
申請期限

中間・
月次決算

決算書

令和２年
１月24日

令和２年
１月24日

決算書

３か月
最近の
事業年度

特例適⽤に当たっての留意事項

許可の有効期間の更新⽇の1年後までに

財産的基礎要件を満たすこと

詳細は、厚⽣労働省職業安定局・各都道府県労働局におたずねください。

中間・
月次決算

中間・
月次決算

決算書

決算書

中間・
月次決算

中間・
月次決算

決算書
中間・
月次決算

令和２年
１月24日

３つ前の
事業年度

最近の事業年度の１つ前の事業年度に、令和２年１⽉24日が含まれる場合

最近の事業年度の２つ前の事業年度に、令和２年１⽉24日が含まれる場合
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